
【様式第１号】

全体貸借対照表
（平成30年 3月31日現在）

（単位：千円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 169,366,246 固定負債 42,824,973 

有形固定資産 160,566,602 地方債等 33,383,086 
事業用資産 68,793,528 長期未払金 10,671 

土地 14,371,249 退職手当引当金 1,847,607 
立木竹 3,164,441 損失補償等引当金 - 
建物 44,927,397 その他 7,583,609 
建物減価償却累計額 △ 25,263,499 流動負債 3,419,113 
工作物 41,879,789 １年内償還予定地方債等 3,075,395 
工作物減価償却累計額 △ 10,353,462 未払金 106,542 
船舶 - 未払費用 - 
船舶減価償却累計額 - 前受金 - 
浮標等 - 前受収益 - 
浮標等減価償却累計額 - 賞与等引当金 179,065 
航空機 - 預り金 58,068 
航空機減価償却累計額 - その他 43 
その他 - 46,244,086 
その他減価償却累計額 - 【純資産の部】
建設仮勘定 67,614 固定資産等形成分 169,875,788 

インフラ資産 90,438,488 余剰分（不足分） △ 44,395,214 
土地 7,266,703 
建物 5,691,133 
建物減価償却累計額 △ 2,987,271 
工作物 261,985,045 
工作物減価償却累計額 △ 181,730,943 
その他 - 
その他減価償却累計額 - 
建設仮勘定 213,820 

物品 3,601,198 
物品減価償却累計額 △ 2,266,612 

無形固定資産 1,296,263 
ソフトウェア 3,137 
その他 1,293,126 

投資その他の資産 7,503,381 
投資及び出資金 1,187,407 

有価証券 1,980 
出資金 1,185,427 
その他 - 

投資損失引当金 - 
長期延滞債権 505,034 
長期貸付金 361,210 
基金 5,477,778 

減債基金 581,476 
その他 4,896,302 

その他 - 
徴収不能引当金 △ 28,049 

流動資産 2,358,414 
現金預金 1,489,196 
未収金 138,163 
短期貸付金 48,602 
基金 684,334 

財政調整基金 684,334 
減債基金 - 

棚卸資産 - 
その他 - 
徴収不能引当金 △ 1,880 

繰延資産 - 125,480,574 
171,724,660 171,724,660 資産合計

負債合計

純資産合計
負債及び純資産合計
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【様式第２号】

全体行政コスト計算書
自　平成29年 4月 1日
至　平成30年 3月31日

（単位：千円）

金額

経常費用 30,588,543 

業務費用 15,074,459 

人件費 2,731,315 

職員給与費 2,459,308 

賞与等引当金繰入額 179,051 

退職手当引当金繰入額 △ 41,942 

その他 134,898 

物件費等 11,718,693 

物件費 4,869,814 

維持補修費 253,436 

減価償却費 6,591,035 

その他 4,408 

その他の業務費用 624,451 

支払利息 469,318 

徴収不能引当金繰入額 10,067 

その他 145,066 

移転費用 15,514,084 

補助金等 13,024,292 

社会保障給付 2,485,207 

他会計への繰出金 - 

その他 4,584 

経常収益 2,383,951 

使用料及び手数料 2,021,085 

その他 362,866 

純経常行政コスト 28,204,592 

臨時損失 232,162 

災害復旧事業費 98,590 

資産除売却損 133,572 

投資損失引当金繰入額 - 

損失補償等引当金繰入額 - 

その他 - 

臨時利益 21,355 

資産売却益 21,355 

その他 - 

純行政コスト 28,415,400 

科目
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【様式第３号】

全体純資産変動計算書
自　平成29年 4月 1日
至　平成30年 3月31日

（単位：千円）

固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

前年度末純資産残高 129,078,794 173,997,748 △ 44,918,954 

純行政コスト（△） △ 28,415,400 △ 28,415,400 

財源 24,689,883 24,689,883 

税収等 17,823,991 17,823,991 

国県等補助金 6,865,892 6,865,892 

本年度差額 △ 3,725,517 △ 3,725,517 

固定資産等の変動（内部変動） △ 4,249,256 4,249,256 

有形固定資産等の増加 3,759,325 △ 3,759,325 

有形固定資産等の減少 △ 7,818,868 7,818,868 

貸付金・基金等の増加 1,092,646 △ 1,092,646 

貸付金・基金等の減少 △ 1,282,359 1,282,359 

資産評価差額 - - 

無償所管換等 127,297 127,297 

その他 - - - 

本年度純資産変動額 △ 3,598,220 △ 4,121,960 523,740 

本年度末純資産残高 125,480,574 169,875,788 △ 44,395,214 

科目 合計
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【様式第４号】

全体資金収支計算書
自　平成29年 4月 1日
至　平成30年 3月31日

（単位：千円）

金額

【業務活動収支】
業務支出 24,004,906 

業務費用支出 8,485,684 
人件費支出 2,763,615 
物件費等支出 5,158,280 
支払利息支出 469,318 
その他の支出 94,471 

移転費用支出 15,519,222 
補助金等支出 13,018,518 
社会保障給付支出 2,485,207 
他会計への繰出支出 - 
その他の支出 15,497 

業務収入 26,715,092 
税収等収入 17,901,444 
国県等補助金収入 6,409,873 
使用料及び手数料収入 2,026,013 
その他の収入 377,763 

臨時支出 98,590 
災害復旧事業費支出 98,590 
その他の支出 - 

臨時収入 39,011 
業務活動収支 2,650,606 
【投資活動収支】

投資活動支出 3,621,331 
公共施設等整備費支出 2,765,806 
基金積立金支出 596,513 
投資及び出資金支出 8,251 
貸付金支出 250,761 
その他の支出 - 

投資活動収入 1,048,494 
国県等補助金収入 298,188 
基金取崩収入 388,679 
貸付金元金回収収入 300,578 
資産売却収入 38,964 
その他の収入 22,084 

投資活動収支 △ 2,572,837 
【財務活動収支】

財務活動支出 3,077,666 
地方債等償還支出 3,077,666 
その他の支出 - 

財務活動収入 2,849,329 
地方債等発行収入 2,849,329 
その他の収入 - 

財務活動収支 △ 228,337 
本年度資金収支額 △ 150,568 
前年度末資金残高 1,582,173 
本年度末資金残高 1,431,604 

前年度末歳計外現金残高 35,193 
本年度歳計外現金増減額 22,399 
本年度末歳計外現金残高 57,592 
本年度末現金預金残高 1,489,196 

科目
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1　重要な会計方針

(1)　有形固定資産等の評価基準及び評価方法

①　有形固定資産･･････････････････････････････取得原価
　　ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。
　ア　昭和59年度以前に取得したもの･････････････････････再調達原価
　　ただし、道路、河川及び水路の敷地においては備忘価額1円としています。
　イ　昭和60年度以後に取得したもの
　　取得原価が判明しているもの････････････････取得原価
　　取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価
　　　ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額1円としています。
②　無形固定資産･･････････････････････････････原則として取得原価
　　ただし、取得原価が不明なものは、再調達原価としています。
　なお、地方公営企業においては、原則、取得原価としています。

(2)　有価証券等の評価基準及び評価方法

①　満期保有目的以外の有価証券
　　市場価格のないもの･･････････････････････取得原価
③　出資金
　　市場価格のないもの･･････････････････････出資金額

(3)　有形固定資産等の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法
　　　なお、主な耐用年数は以下のとおりです。
　　　　建物　　 10年～50年
　　　　工作物　  7年～80年
　　　　物品 　　 3年～35年
②　無形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法
　　（ソフトウェアについては、庁内における見込利用期間（５年）に基づく定額法によっています。）
③　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が1年以内のリース取引及びリース契約1
件あたりのリース料総額が300万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。）
　　　･･･････････自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法

(4)　引当金の計上基準及び算定方法

①　徴収不能引当金
　　未収金については、過去5年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上しています。
　　長期延滞債権については、過去５年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上しています。
②　退職手当引当金
　　退職手当債務から組合への加入時以降の負担金の累計額から既に職員に対し退職手当として支給された額の総
額を控除した額に、組合における積立金額の運用益のうち当町へ按分される額を加算した額を控除した額を計上し
ています。
③　賞与等引当金
　　翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額について、それぞ
れ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。

(5)　リース取引の処理方法

①　所有権移転ファイナンス・リース取引
　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しています。
②　所有権移転外ファイナンス・リース取引
　　通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

(6)　連結資金収支計算書における資金の範囲

　現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物
　なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含んでいます。

(7)　採用した消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は、税込方式によっています。
　ただし、一部の連結対象会計については、税抜方式によっています。

注記
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2　重要な会計方針の変更等

(1)　会計処理の原則または手続の変更

　該当する事項はありません。

(2)　表示方法の変更

　該当する事項はありません。

(3)　連結資金収支計算書における資金の範囲の変更

　該当する事項はありません。

3　重要な後発事象

(1)　主要な業務の改廃

　該当する事項はありません。

(2)　組織・機構の大幅な変更

　該当する事項はありません。

(3)　地方財政制度の大幅な改正

　該当する事項はありません。

(4)　重大な災害等の発生

　該当する事項はありません。

(5)　その他重要な後発事象

　該当する事項はありません。

4　偶発債務

(1)　保証債務及び損失補償債務負担の状況

　該当する事項はありません。

(2)　係争中の訴訟等

　該当する事項はありません。

(3)　その他主要な偶発債務

　該当する事項はありません。

5　追加情報（財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項）

(1)　連結対象団体について

会計名　　　　　　　　　　　　区分　　　　　　　連結の方法　　比例連結割合
国民健康保険事業勘定特別会計　地方公営事業会計　全部連結　　　-
後期高齢者医療特別会計　　　　地方公営事業会計　全部連結　　　-
介護保険特別会計　　　　　　　地方公営事業会計　全部連結　　　-
個別排水処理事業特別会計　　　地方公営事業会計　全部連結　　　-
簡易水道事業特別会計　　　　　地方公営事業会計　全部連結　　　-
水道事業会計　　　　　　　　　地方公営企業会計　全部連結　　　-
下水道事業会計　　　　　　　　地方公営企業会計　全部連結　　　-
地方公営事業会計及び地方公営企業会計は、すべて全部連結の対象としています。

(2)　出納整理期間について

　地方自治法第235条の5に基づき、出納整理期間を設けられている会計においては、出納整理期間における現金の
受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。
　なお、出納整理期間を設けていない会計と出納整理期間を設けている会計との間で、出納整理期間に現金の受払
い等があった場合は、現金の受払い等が終了したものとして調整しています。

(3)　表示金額単位

　百万円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。
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